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証券コード　7068
2022年８月８日

株　主　各　位
東京都文京区湯島三丁目19番11号
フィードフォースグループ株式会社
代表取締役社長 塚 田 　 耕 司

１．日 時 2022年８月26日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地

御茶ノ水ソラシティ　カンファレンスセンター１階　Room B
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第17期（2021年６月１日から2022年５月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第17期（2021年６月１日から2022年５月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 資本準備金の額の減少の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第６号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

第17期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、当日のご出席
に代えて、書面によって議決権をご行使いただき、本株主総会当日のご来場をできるだけお控えいた
だくようお願い申しあげます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年８月25日（木曜日）午後７時までに到着す
るようご返送くださいますようお願い申しあげます。
　また、ハイブリッド参加型バーチャル株主総会及び事前質問の受付に際しましては、末尾の「ハイ
ブリッド参加型バーチャル株主総会及び事前質問の受付のご案内」をご確認ください。

敬　具

記

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、事業報告の業務の適正を確保するための体制及び当
該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書、連
結注記表、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第
15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.feedforcegroup.jp
/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知提供書面には記載しておりません。従っ
て、本招集ご通知提供書面の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査
人が監査をした対象の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染症拡大防止について
◎本総会につきましては、運営スタッフのマスク着用など、新型コロナウイルスに対する適切な感染

防止策を実施した上で開催させていただきます。
◎ご出席を検討されている株主の皆様におかれましても、株主総会開催日時点での流行状況やご自身

の体調をご確認の上、マスクのご持参、ご着用など感染症の予防にご配慮いただき、ご来場賜りま
すようお願い申しあげます。

◎株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合がありますので、ご協力賜りますよう
お願い申しあげます。

◎今後の状況によりましては、対応等を変更する場合もございます。株主様にお知らせすべき事項が
発生した場合には、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
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株主総会ライブ配信のご案内
　本株主総会当日に会場へご出席されない株主様のために、オンライン会議システムZoomを利用
し、インターネット上にてライブ配信（ハイブリッド参加型バーチャル株主総会）を行う予定です。
このライブ配信は一般公開で行い、どなたでも視聴することができます。
　視聴及び事前質問をご希望される株主様は、本招集ご通知末尾の「ハイブリッド参加型バーチャル
株主総会及び事前質問の受付のご案内」をご確認いただき、所定の手続きにて事前登録をお済ませの
上、ご視聴ください。

ライブ配信及び事前質問に関するご注意事項
◎株主総会ライブ配信の視聴は、会社法上、株主総会への出席とは認められません。そのため、株主

総会において質問、議決権行使、動議その他のコメント等を行うことができない旨を予めご了承の
上、ご視聴いただけますようお願い申しあげます。本ライブ配信を視聴される株主様におかれまし
ては、事前の議決権行使をお願いいたします。また、当日ご出席されない株主様で質問をご希望の
株主様におかれましては、本招集ご通知末尾に記載の方法により、事前に質問をお送りいただくこ
とができます。

◎当日の会場撮影は、ご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席付近のみといたしますが、やむ
を得ずにご出席株主様が映り込んでしまう場合がございます。予めご了承ください。

◎Zoomアプリケーションのインストール方法、接続方法、機能等に関するお問い合わせにつきまし
ては、当社ではお受けできかねますのでご了承ください。

◎当社の通信環境につきましては、万全を期して準備しておりますが、回線の状況等により映像や音
声に中断等の不具合が生じる場合がございますので、予めご了承ください。

◎ご使用端末の機種・性能等やインターネットの接続環境により、映像や音声に不具合が生じる場合
がございます。株主総会当日におきましても接続できない、音声が聞こえない等の個別のお問い合
わせに対応することはできかねますので予めご了承ください。

◎視聴いただけなかった株主様への録画・音声データのご提供及び後日のオンライン配信等は実施い
たしませんのでご了承ください。

◎視聴いただく際の通信料金等は、各株主様のご負担となります。
◎ライブ配信の映像や音声データを録画・録音並びに公開・転載・複製し、第三者に提供することを

禁止いたします。
◎今後の状況により実施内容が変更となる可能性もございます。対応状況等につきましては、随時当

社のIRサイト（https://www.feedforcegroup.jp/ir/）に掲載してまいりますので、適宜ご確認
いただけますようお願い申しあげます。
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(2021年 6 月 1 日から
2022年 5 月31日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種
の普及等に伴い社会経済活動の制限が徐々に緩和され景気回復の動きが見られたものの、原油
価格の高騰やウクライナ情勢等の地政学的リスクによる消費への影響が顕在化するなど、依然
として先行き不透明な状況が続いております。
　その一方で、当社グループの主要な事業領域である国内インターネット広告市場の2021年
の市場規模は、前年比21.4％増の2兆7,052億円と高い成長率を維持しており、総広告費にお
ける構成比は39.8％まで拡大し、広告市場全体の成長をけん引しております。（出典：株式会社
電通「2021年日本の広告費」）。
　また消費者向け電子商取引（BtoC-EC）市場は、経済産業省による2020年の調査「令和２
年度産業経済研究委託事業（電子商取引に関する市場調査）報告書」によると、主として旅行
サービスの縮小に伴うサービス系分野の大幅な減少により、市場全体は前年比0.4％減の19.3
兆円にとどまったものの、新型コロナウイルス感染症拡大の対策として外出自粛の呼びかけ及
びECの利用が推奨された結果、物販系分野は前年比21.7％増と大幅な拡大となりました。ま
た、EC化率（全ての商取引市場規模に対する電子商取引市場規模の割合）が前年比1.3ポイン
ト増の8.1％となるなど、BtoC-EC市場は依然として着実な成長を続けております。
　このような経済状況のもと、当社グループでは、グループ経営の機動性・柔軟性を高め事業
拡大を実現する体制を構築するため、2021年９月より持株会社体制へ移行するとともに、当
社の商号を「フィードフォースグループ株式会社」に変更いたしました。加えて2021年10月
にシッピーノ株式会社を連結子会社化、2021年11月にベトナム現地法人設立、2021年12月
に株式会社フラクタを連結子会社化、2022年４月にテープス株式会社を新設分割するなどの
組織再編を行い、EC事業支援に関連するパートナー企業との資本業務連携の強化、新規事業の
開発を推進してまいりました。
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区分 2021年５月期　
（累計）

2022年５月期　
（累計） 増減額 増減率

（％）
売上高 2,587 3,005 417 －

EBITDA 1,058 1,137 79 7.5

営業利益 889 930 40 4.5

経常利益 874 912 37 4.3

親会社株主に帰属する当期純利益 472 602 130 27.4

セグメント名 所属サービス、所属カンパニー 詳細

プロフェッショナル
サービス事業

「Anagrams」アナグラム㈱
「Feedmatic」㈱フィードフォース
「DF PLUS」㈱フィードフォース

デジタルマーケティングサービス
（広告マーケティング支援、インタ
ーネット広告運用代行、データフィ
ード構築運用）

SaaS事業

「EC Booster」㈱フィードフォース
「dfplus.io」㈱フィードフォース
「ソーシャルPLUS」㈱ソーシャルPLUS
「CRM PLUS on LINE」㈱ソーシャルPLUS

サブスクリプション型ツール提供サ
ービス（Googleへの商品掲載・広
告運用自動化ツール、データフィー
ド管理ツール、ソーシャルログイ
ン・メッセージ配信ツール）

〈連結業績〉
（単位：百万円）

※EBITDA＝営業利益+減価償却費+のれん償却額
※2022年５月期より「収益認識に関する会計基準」の適用があるため、売上高の増減率を記載しており
ません。〈セグメント別業績〉についても、同様に売上高の増減率を記載しておりません。

　そのなかで、当社グループは「『働く』を豊かにする。」をミッションに掲げ、「プロフェッシ
ョナルサービス事業」、「SaaS事業」、「DX事業」の３セグメントにおいて事業を展開し、持続
的な成長を実現するべく当社グループ全体での垂直統合を行いました。

＜セグメント区分について＞
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セグメント名 所属サービス、所属カンパニー 詳細

DX事業

「FRACTA」㈱フラクタ
「Star Tracker」㈱フラクタ
「Shippinno」シッピーノ㈱
「TePs」テープス㈱
「Omni Hub」㈱フィードフォース
「定期購買」㈱フィードフォース
（㈱ハックルベリーとの共同事業）
「どこポイ」㈱リワイア

EC事業支援サービス
（ブランド戦略設計・EC構築支援サ
ービス、ECの出荷・受注業務自動化
ツール、Shopifyアプリ提供）

セグメント名 区分 2021年５月期
（累計）

2022年５月期
（累計） 増減額 増減率

（％）
プロフェッショナル
サービス事業

売上高
営業損益

1,980
791

2,010
878

29
87

－
11.0

SaaS事業 売上高
営業損益

601
154

733
300

131
145

－
94.3

DX事業 売上高
営業損益

4
△56

261
△249

256
△192

－
－

合計 売上高
営業損益

2,587
889

3,005
930

417
40

－
4.5

〈セグメント別業績〉
（単位：百万円）

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は12百万円
で、その主なものはパーソナルコンピューター等オフィス内の器具備品の購入によるものであ
ります。なお、これらの資産は、全社共用資産としているため、セグメントごとの記載はして
おりません。また、当連結会計年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中において、グループの所要資金として、金融機関より短期借入金500百万
円、長期借入金500百万円の資金調達を行いました。また、当社の連結子会社であるテープス
株式会社は、2022年5月2日に株主割当増資により92百万円（内、当社出資額51百万円）の
資金調達を行いました。
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④ 重要な企業再編等の状況
・当社は、株式会社ハックルベリーと2021年８月20日付で資本提携契約を締結しており、こ

れに伴い同社の普通株式を105百万円で取得しております。（取得後所有株式数14株、議
決権所有割合8.80%）

・当社は、持株会社体制への移行を目的して、2021年９月１日付で株式会社フィードフォー
ス分割準備会社及び株式会社ソーシャルPLUSにプロフェッショナルサービス事業、SaaS事
業、DX事業を承継させる吸収分割を行い、同日付で当社の商号を「フィードフォースグル
ープ株式会社」に、株式会社フィードフォース分割準備会社の商号を「株式会社フィードフ
ォース」にそれぞれ商号変更いたしました。

・当社は、2021年10月21日付で、シッピーノ株式会社の株式を取得し、連結子会社といた
しました。

・当社は、2021年11月２日付で、80%出資子会社、FEEDFORCE VIETNAM COMPANY 
LIMITEDを設立いたしました。

・当社は、2021年12月24日付で、株式会社フラクタの株式を取得し、連結子会社といたし
ました。

・当社は、2022年３月31日付で株式会社ｕｎｋｎｏｗｎの当社が保有する全株式を売却した
ことにより、同社は当社の持分法適用会社の範囲から外れました。

・当社の連結子会社のシッピーノ株式会社は、2022年４月15日付で、テープス事業及びEC
事業を当社の連結子会社のテープス株式会社に承継させる新設分割を行いました。

・当社の連結子会社の株式会社フィードフォースは、2022年６月１日を効力発生日として、
プロフェッショナルサービス事業の一部であるFeedmatic事業及びそれに関連するデータ
フィード事業を当社の連結子会社のアナグラム株式会社に承継させる吸収分割を行いまし
た。
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区 分 第 14 期
(2019年５月期)

第 15 期
(2020年５月期)

第 16 期
(2021年５月期)

第 17 期
(2022年５月期)
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) － 1,526 2,587 3,005
経 常 利 益 (百万円) － 371 874 912
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) － 163 472 602
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) － 7.37 18.88 23.20

総 資 産 (百万円) － 5,219 6,467 8,019
純 資 産 (百万円) － 1,829 2,401 3,148
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 42.50 91.34 114.06

区 分 第 14 期
(2019年５月期)

第 15 期
(2020年５月期)

第 16 期
(2021年５月期)

第 17 期
(2022年５月期)

(当事業年度)
売 上 高 (百万円) 700 933 1,083 456

経 常 利 益 (百万円) 34 117 400 487

当 期 純 利 益 (百万円) 43 98 273 449

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 2.19 4.45 10.93 17.30
総 資 産 (百万円) 470 3,250 7,872 8,758
純 資 産 (百万円) 97 892 5,731 6,240
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 4.93 39.63 219.95 235.59

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．第15期より連結計算書類を作成しておりますので、第14期の状況は記載しておりません。
２．当社は2020年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第15期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益並びに１株当たり純資産を算定
しております。

3．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首
から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値とな
っております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１．当社は、第17期より持株会社体制へ移行しております。
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２．当社は2019年１月10日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。また
2020年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第14期の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益並びに１株当たり純資産を算定してお
ります。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ア ナ グ ラ ム 株 式 会 社 10百万円 100.00％ コンサルティング事業、広告運用代行事
業、マーケティング支援事業

株式会社フィードフォース 10百万円 100.00％

データフィード運用アウトソースサービス
の 提 供 、 デ ー タ フ ィ ー ド 管 理 ツ ー ル
「dfplus.io」、Googleショッピング広告
自動運用ツール「ec booster」、Shopify
アプリ「定期購買」、「Omni Hub」等の
提供

株式会社ソーシャルPLUS 10百万円 100.00％
ソーシャルログイン＆メッセージ配信ツー
ル「ソーシャルPLUS」及びLINE活用CRM
基 盤Shopify ア プ リ 「CRM PLUS on 
LINE」の開発及び提供

株 式 会 社 リ ワ イ ア 46百万円 97.85％
コマースのデジタル化支援、ポイント機能
Shopifyアプリ「どこポイ」の開発提供、
ECシステム・関連アプリ開発

FEEDFORCE VIETNAM 
C O M P A N Y  L I M I T E D 6百万円 80.00% 越境EC支援、越境ECアプリ等の開発

株 式 会 社 フ ラ ク タ 48百万円 51.25%
ブランド戦略設計・EC構築支援、ブランデ
ィ ン グ オ ン ラ イ ン サ ー ビ ス 「Star 
Tracker」の提供

シ ッ ピ ー ノ 株 式 会 社 77百万円 50.59% EC の 出 荷 ・ 受 注 業 務 自 動 化 ツ ー ル
「SHIPPINNO」の開発及び提供

テ ー プ ス 株 式 会 社 56百万円 53.09% EC特化ノーコードツール「Teps」の開発
及び提供

⑶ 重要な子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 株式会社フィードフォース分割準備会社（現 株式会社フィードフォース）及び株式会社ソーシャル
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特定完全子会社の名称 アナグラム株式会社

特定完全子会社の住所 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目４番４号

当社及び当社の完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 5,757百万円

当社の総資産額 8,758百万円

PLUSを設立し、2021年９月1日付で持株会社体制への移行を目的として吸収分割を行い、同社を連
結子会社といたしました。

２. 2021年10月21日付でシッピーノ株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。
３. 2021年11月２日付でFEEDFORCE VIETNAM COMPANY LIMITEDを設立いたしました。
４. 2021年12月24日付で株式会社フラクタの株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。
５. 2022年４月15日付でシッピーノ株式会社を分割会社とする新設分割によりテープス株式会社を設立

し、同社を連結子会社といたしました。

③ 連結会計年度末における特定完全子会社の状況

－ 10 －
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⑷ 対処すべき課題
　当社グループの対処すべき主な課題は以下のとおりです。
① 新規ビジネスの創出と顧客基盤の拡大
　当社グループは、創業以来、デジタルマーケティング領域において様々な新規サービスを開発
し、新たな収益機会を創造してまいりました。今後も競争優位性を確保し、長期的に成長し続け
る組織であるためには、既存サービスの新規機能追加に加え、広告主である企業や広告媒体とな
るデジタルプラットフォーマー、更にはその先にいるエンドユーザーのニーズの変化を的確に捉
え、新たなビジネスやサービスを創出することが極めて重要であると考えております。具体的に
は、デジタルプラットフォーマーが事業者向けに提供するサービスを中小規模事業者であって
も、自社で保有するデータを活用して簡易的かつ効果的に利用できるサービスの開発に注力して
いく方針であります。当社グループでは、デジタルプラットフォーマーをはじめとした様々な分
野のパートナーと連携し顧客基盤の強化を図るとともに、デジタルマーケティング分野における
デジタルトランスフォーメーションを促進する新規ビジネスの創出に努めることで、将来の収益
の柱を育てるべく尽力してまいります。

② グループ会社とのシナジーの最大化と市場の拡大
　2022年５月31日現在、当社グループは、当社及び当社の連結子会社8社（㈱フィードフォー
ス、㈱ソーシャルPLUS、アナグラム㈱、㈱リワイア、㈱フラクタ、シッピーノ㈱、テープス
㈱、FEEDFORCE VIETNAM COMPANY LIMITED）で構成されており、各社が強みを活かし
たデジタルマーケティング関連サービス、EC事業者向けShopify構築支援サービスやEC事業者
支援のための各種アプリを提供しております。今後は、グループ全体におけるシナジーの最大化
を図り、さらなる市場の拡大を目指してまいります。

③ 人材の確保と育成
　当社グループが今後更なる事業を拡大していくためには、優秀な人材の確保と育成が必要不可
欠であると考えております。特に、幅広い分野に精通した優秀なエンジニアの採用は、他社との
獲得競争が激しさを増す昨今の状況に鑑みると、継続的な課題と認識しております。これらの課
題に対処するために、当社グループは、知名度の向上、研修制度の強化、待遇及び福利厚生の充
実を図り、優秀な人材が長期にわたってやりがいを感じて働くことができる職場環境の整備を進
めるとともに、採用活動の柔軟化により適時な人材の確保と育成に努めてまいります。
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④ 認知度の向上

　当社グループは、これまで提供サービスの広告宣伝には注力しておらず、機能優位性とデジタ
ルプラットフォーマーとの連携に拠る営業活動を通じて新しいマーケットの創出に取り組んでき
ました。その結果、現在、幅広い業種、企業に当社グループサービスを導入いただき、継続的な
取引による確固たる顧客基盤の構築を実現することができていると考えております。しかしなが
ら、既存サービスの更なる拡大及び競合企業との差別化を図るためには、当社グループ及び当社
サービスの認知度を向上させ、新規案件を獲得していくことが重要な課題であると認識しており
ます。当社グループといたしましては、費用対効果を慎重に検討の上、広告宣伝による販売促進
活動に取り組み、認知度の向上を図ってまいります。

⑤ 内部管理体制の強化
　当社グループが今後更なる業容拡大、継続的に成長するためには、リスク管理体制の強化と、
確固たる内部管理体制構築を通じた業務の標準化及び効率化の徹底が重要であると考えておりま
す。当社グループといたしましては、更なる内部管理体制の強化によって、より一層のコーポレ
ート・ガバナンス機能の充実を図り、経営の公正性・透明性の確保及び企業価値の最大化に努め
てまいります。
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事 業 区 分 サ ー ビ ス 事 業 内 容

プロフェッショナル
サ ー ビ ス 事 業

A n a g r a m s リスティング広告等の広告運用・コンサルティングサービス
の提供

F e e d m a t i c データフィード広告等の広告運用・コンサルティングサービ
スの提供

D F  P L U S 自社商品等のデータを多様な広告媒体に対応するように変
換・最適化・配信するデータフィードの提供

そ の 他 ロングテールSEO支援サービス「Contents Feeder」の提
供等

S a a S 事 業

E C  B o o s t e r EC事業者を対象としたインターネット広告の自動出稿ツー
ルの提供

d f p l u s . i o セルフサーブ型データフィード統合管理プラットフォームの
提供

ソーシャルPLUS ソーシャルログイン機能による自社サイトの外部ID連携及び
ソーシャルメディアマーケティングサービスの提供

ＤＸ事業

F R A C T A ブランド戦略設計、EC構築支援サービスの提供

A p p  U n i t y Shopify向けアプリの開発及び企業アライアンス運営並びに
ECメディア運営

S H I P P I N O ECの出荷・受注業務自動化ツールの提供

T ē P s EC特化ノーコードツールの提供

R e w i r e Shopifyを基盤としたサイト構築、データ連携支援

⑸ 主要な事業内容（2022年５月31日現在）
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本 社 東京都文京区

ア ナ グ ラ ム 株 式 会 社 東京都渋谷区

株式会社フィードフォース 東京都文京区

株式会社ソーシャルPLUS 東京都文京区

株 式 会 社 リ ワ イ ア 東京都文京区
FEEDFORCE VIETNAM 
C O M P A N Y  L I M I T E D ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

株 式 会 社 フ ラ ク タ 東京都渋谷区

シ ッ ピ ー ノ 株 式 会 社 神奈川県茅ヶ崎市

テ ー プ ス 株 式 会 社 神奈川県茅ヶ崎市

⑹ 企業集団の主要拠点等（2022年５月31日現在）
① 当社

② 子会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

プロフェッショナルサービス事業 84（10）名 8名増（3名減）

SaaS事業 35（４）名 2名減（4名増）

DX事業 90（８）名 86名増（8名増）

全社（共通） 9（１）名 12名減（1名減）

合計 218（23）名 80名増（8名増）

⑺ 使用人の状況（2022年５月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、アルバイト含む）は、
（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２. 全社（共通）として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも
のであります。

３. 使用人数が前連結会計年度末と比べて80名増加しましたのは、2021年10月21日付でシッピーノ株
式会社を、2021年12月24日付で株式会社フラクタをそれぞれ連結子会社化したためであります。
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使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

４（ー）名 81名減（4名減） 40.0歳 ４年11ヶ月

②　当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、アルバイト含む）は、
（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２. 使用人数が前事業年度に比べて81名減少しておりますが、これは当社が持株会社体制へ移行したた
めであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,510百万円

⑻ 主要な借入先の状況（2022年５月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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① 発行可能株式総数 78,400,000株

② 発行済株式の総数 26,159,200株

③ 株主数 5,470名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

合 同 会 社 理 力 8,000千株 30.58％

塚 田 耕 司 7,620 29.13

阿 部 圭 司 2,210 8.45

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ）

980 3.74

株 式 会 社 マ イ ナ ビ 870 3.32

株 式 会 社 S B I 証 券 280 1.07

岡 田 吉 弘 280 1.07

宮 城 満 英 214 0.81

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 212 0.81

寺 嶋 　 徹 200 0.76

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2022年５月31日現在）

（注）ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は248,800株増加しておりま
す。

④ 大株主

（注）持株比率は自己株式（42株）を控除して計算しております。
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第２回新株予約権 第４回新株予約権
発 行 決 議 日 2018年３月16日 2020年５月15日
新 株 予 約 権 の 数 558個 489個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式     446,400株
（新株予約権１個につき800株）

普通株式     195,600株
（新株予約権１個につき400株）

新 株 予 約 権 の払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払込は要し
ない

新株予約権と引き換えに払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して
出 資 される財 産 の価 額

新株予約権１個当たり
46,400円

（１株当たり  58円）

新株予約権１個当たり
173,200円

（１株当たり  433円）

権 利 行 使 期 間 2020年3月20日から
2027年5月31日まで

2022年6月2日から
2029年5月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）３

役員の
保有状況

取締役
（監査等
委員を除

く）

取締役
（社外取
締役を除

く）

新株予約権の数   138個
目的となる株式数

110,400株
保有者数　　　　   １名

新株予約権の数   100個
目的となる株式数

40,000株
保有者数　　　　   ２名

社 外
取締役 － －

取 締 役
（監査等委員） －

新株予約権の数     10個
目的となる株式数

4,000株
保有者数　　　　   １名

⑵ 新株予約権等の状況
① 当連結会計年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株

予約権の状況
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第５回新株予約権 第６回新株予約権
発 行 決 議 日 2020年12月28日 2021年11月19日
新 株 予 約 権 の 数 285個 1,021個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式     114,000株
（新株予約権１個につき400株）

普通株式     102,100株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払込は要し
ない

新株予約権と引き換えに払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して
出 資 される財 産 の価 額

新株予約権１個当たり
425,600円

（１株当たり  1,064円）

新株予約権１個当たり
78,100円

（１株当たり  781円）

権 利 行 使 期 間 2023年１月19日から
2025年５月31日まで

2023年12月８日から
2027年５月31日まで

行 使 の 条 件 （注）４ （注）５

役員の
保有状況

取締役
（監査等
委員を除

く）

取締役
（社外取
締役を除

く）

新株予約権の数     40個
目的となる株式数

16,000株
保有者数　　　　   １名

新株予約権の数     220個
目的となる株式数

22,000株
保有者数　　　　   ４名

社 外
取締役 － －

取 締 役
（監査等委員） － －

（注）１．2020年12月１日付で行った１株を４株とする株式分割により、第２回新株予約権及び第４回新株予
約権の「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」は調整されております。

２．第２回新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員のいず

れかの地位にあることを要する。但し、当社又は当社関係会社の取締役又は監査役を任期満了によ
り退任した場合、又は定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合にはこの限りでは
ない。
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（ⅱ）新株予約権者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、新株
予約権を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでな
い。

（ⅲ）新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
（ⅳ）新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められない

ものとする。
３．第４回新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役又は
使用人であることを要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場
合は、この限りではない。

（ⅱ）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（ⅲ）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
（ⅳ）各本新株予約権の一部行使はできない。
（ⅴ）本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。
４．第５回新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役又は使用人のいずれ
かの地位にあることを要する。但し、任期満了による退任又は定年退職、その他正当な理由のある
と取締役会が認めた場合には、この限りではない。

（ⅱ）新株予約権の割当を受けた者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（ⅲ）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
（ⅳ）各本新株予約権の一部行使はできない。
（ⅴ）権利行使時までに、新株予約権者が本新株予約権の割当契約に違反した場合には行使できない。
5．第6回新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役又は従業員並びに社
外協力者のいずれかの地位にあることを要する。但し、任期満了による退任又は定年退職、その他
正当な理由のあると取締役会が認めた場合には、この限りではない。

（ⅱ）新株予約権の割当を受けた者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（ⅲ）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
（ⅳ）各本新株予約権の一部行使はできない。
（ⅴ）権利行使時までに、新株予約権者が本新株予約権の割当契約に違反した場合には行使できない。

－ 19 －



第 ６ 回 新 株 予 約 権
発 行 決 議 日 2021年11月19日
新 株 予 約 権 の 数 1,101個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式                       110,100株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引き換えに払込は要しない
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり     78,100円
（１株当たり  781円）

権 利 行 使 期 間
2023年12月8日から
2027年5月31日まで

行 使 の 条 件 （注）３

使用人等へ
の交付状況

当社使用人
新 株 予 約 権 の数                      50個
目的となる株式数                  5,000株
保 有 者 数                       ５名

子会社の役員
及び使用人

新 株 予 約 権 の数                   831個
目的となる株式数               83,100株
保 有 者 数                    107名

② 当連結会計年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

（注）１．2022年５月31日現在において、退職により、交付時より第６回新株予約権の数が80個減少してお
ります。

２．第６回新株予約権は2021年12月７日に付与しております。
３．第６回新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役又は従業員並びに社
外協力者のいずれかの地位にあることを要する。但し、任期満了による退任又は定年退職、その他
正当な理由のあると取締役会が認めた場合には、この限りではない。

（ⅱ）新株予約権の割当を受けた者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（ⅲ）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
（ⅳ）各本新株予約権の一部行使はできない。
（ⅴ）権利行使時までに、新株予約権者が本新株予約権の割当契約に違反した場合には行使できない。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 塚田　耕司 アナグラム㈱ 取締役
㈱フィードフォース 代表取締役

取 締 役 喜多　宏介 App Unityチームマネージャー
㈱フィードフォース 取締役

取 締 役 西山　真吾
グループ担当
アナグラム㈱ 取締役
㈱ソーシャルＰＬＵＳ取締役

取 締 役 阿部　圭司 アナグラム㈱ 代表取締役

取 締 役 岡田　吉弘 アナグラム㈱ 取締役
㈱リワイア 取締役

取締役（常勤監査等委員） 佐藤　爲昭 ㈱ハリマビステム 社外監査役
大英産業㈱ 社外監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 浦　勝則
東京丸の内法律事務所 パートナー弁護士
㈱MCJ 社外取締役
㈱CAPITA 社外取締役（監査等委員）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 佐藤　康夫 アタラ合同会社 会長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2022年５月31日現在）

（注）１. 取締役佐藤爲昭氏、浦勝則氏及び佐藤康夫氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査等委員佐藤爲昭氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。
３. 監査等委員浦勝則氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有

しております。
４. 監査等委員佐藤康夫氏は、デジタルマーケティングやインターネット広告事業における豊富な経験と

高い見識を有しております。
５. 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席によ

る情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、佐藤爲昭氏を常勤
の監査等委員として選定しております。

６. 当社は、取締役の佐藤爲昭氏、浦勝則氏及び佐藤康夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、300千円又は会社法第425条第１項に定める額
のいずれか高い額としております。

③ 補償契約の内容の概要
　該当事項はありません。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役に加え、当社管理職従業員を含む
ものであり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が行った
行為（不作為を含む。）に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、
被保険者が被る損害等が補填されることになります。なお、法令違反の行為であることを認識
して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事項があります。

⑤ 取締役の報酬等
イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年２月19日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く。以下「取締役」という。）の個人別の報酬額等の内容にかかる決定方針を決議して
おります。当該取締役会の決議に際しては、予め決議する内容について、監査等委員会へ
諮問し、答申を受けております。
　また、当社取締役会は当事業年度の取締役の個人別の報酬額は以下決定方針に沿うもの
であることから、相当であると判断しております。
ａ．基本報酬の額又はその算定方法

　個人別の基本報酬は、職責に応じて同業他社や同規模企業の水準及び当社グループ
の従業員給与の水準を考慮し、総合的に勘案して決定するものとしております。

ｂ．業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法
　個人別の業績連動報酬等は、導入しておりません。

ｃ．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法
　個人別の非金銭報酬等は、基本報酬とは別枠で、株式報酬（ストック・オプション
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区 分 報酬等の額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く。）

（うち社外取締役）
66

（－）
58

（－）
－

（－）
8

（－）
5

（－）
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

8
（8）

8
（8）

－
（－）

0
（0）

3
（3）

合 計
（うち社外役員）

75
（8）

66
（8）

－
（－）

9
（0）

8
（3）

又は譲渡制限付株式）を定期的に付与することとし、職責に応じて同業他社や同規模
企業の水準及び当社グループの従業員給与の水準を考慮し、総合的に勘案して決定す
るものとしております。

ｄ．基本報酬又は非金銭報酬等の額の個人別の報酬等に対する割合
　個人別の報酬等は、基本報酬と非金銭報酬等により構成し、非金銭報酬等の額の個
人別の報酬等の総額に対する割合は、最大で50%となるよう設計することとしており
ます。

ｅ．報酬等を与える時期又は条件
　基本報酬は毎月支給し、非金銭報酬等は毎事業年度9月から5月の期間内に一度付
与することができることとしております。

ｆ．報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項及び個人別
の報酬等の内容の決定方法
　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長塚田耕司がその具
体的内容について委任を受けるものとしております。その権限の内容は、各取締役の
基本報酬の額の評価配分であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を
俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているか
らであります。

ｇ．報酬等の内容についての決定の方法（ｆ. を除く。）
　個人別の非金銭報酬等の内容は、取締役会で決定するものとしております。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬限度額は、2018年８月17日開催の第13期定時株
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主総会において、年額200百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいておりま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は３名（内、社外取締役は０名）です。また、別枠
で、2019年８月28日開催の第14期定時株主総会において、ストック・オプション報酬として㈱フ
ィードフォース（現 フィードフォースグループ㈱）第４回新株予約権200個、2020年８月26日開催
の第15期定時株主総会においてストック・オプション報酬として㈱フィードフォース（現 フィード
フォースグループ㈱）第５回新株予約権200個、2021年８月25日開催の第16期定時株主総会にお
いてストック・オプション報酬として㈱フィードフォース（現 フィードフォースグループ㈱）第６
回新株予約権500個を上限として付与する旨を決議いただいております。なお、2020年５月15日開
催の取締役会決議に基づき、取締役（監査等委員であるものを除く。）２名に対し、第４回新株予約
権100個、2020年12月28日開催の取締役会決議に基づき、取締役（監査等委員であるものを除
く。）１名に対し、第５回新株予約権40個、2021年11月19日開催の取締役会決議に基づき、取締
役（監査等委員であるものを除く。）４名に対し、第６回新株予約権220個を付与しております。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年８月17日開催の第13期定時株主総会において、
年額100百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締
役は３名です。また、別枠で、2019年８月28日開催の第14期定時株主総会において、ストック・
オプション報酬として㈱フィードフォース（現 フィードフォースグループ㈱）第４回新株予約権20
個を上限として付与する旨を決議いただいております。なお、2020年５月15日開催の取締役会決議
に基づき、監査等委員である取締役１名に対し、ストック・オプション報酬として第４回新株予約権
10個を付与しております。

ハ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ニ. 社外役員が子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役（監査等委員）佐藤爲昭氏は、㈱ハリマビステム社外監査役及び大英産業㈱社
外監査役であります。当該兼職先と当社との間には特別な関係はございません。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員） 佐 藤 爲 昭

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査等委員会
13回の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地
から適宜発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 浦  勝 則

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査等委員会
13回の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、主に法務等に関し、弁護士としての専門的見地から適宜発
言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 佐 藤 康 夫

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査等委員会
13回の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経
営全般の観点から適宜発言を行っております。

・社外取締役（監査等委員）浦勝則氏は、東京丸の内法律事務所パートナー弁護士及び㈱Ｍ
ＣＪ社外取締役及び㈱CAPITA社外取締役（監査等委員）であります。当該兼職先と当社
との間には特別な関係はございません。

・社外取締役（監査等委員）佐藤康夫氏は、アタラ合同会社会長であります。当該兼職先と
当社との間には特別な関係はございません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　当社と有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
としております。
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３. 剰余金配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主への利益還元を経営の重要課題と位置付けておりますが、新規事業の開発
のために必要な資金確保を優先し、創業以来配当を実施しておりません。当面は内部留保を充実さ
せ、大きな成長が見込める開発案件や新規事業展開への投資を優先していく方針です。
　将来的には、財政状態及び投資機会等との比較衡量の上、株主への還元も検討していくこととし
ますが、配当実施の可能性及びその実施時期等については未定です。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　   産 　   の 　   部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 渡 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

5,503
3,636
1,189

348
339

△10
2,515

73
58
14

2,092
1,262

829
350
110
149
90

　

（ 負 　   債 　   の 　   部 ）
流 動 負 債 2,861

買 掛 金 1,349
短 期 借 入 金 500
1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 270
未 払 法 人 税 等 277
賞 与 引 当 金 34
そ の 他 430

固 定 負 債 2,009
長 期 借 入 金 1,740
繰 延 税 金 負 債 269

負 債 合 計 4,870
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 2,983
資 本 金 16
資 本 剰 余 金 1,821
利 益 剰 余 金 1,146
自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 △0
為 替 換 算 調 整 勘 定 △0

新 株 予 約 権 77
非 支 配 株 主 持 分 87
純 資 産 合 計 3,148

資 産 合 計 8,019 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,019

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年 5 月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 6 月 1 日から
2022年 5 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 3,005
売 上 原 価 904
売 上 総 利 益 2,100
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,170
営 業 利 益 930
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 0
助 成 金 収 入 6
投 資 事 業 組 合 運 用 益 1
そ の 他 0 9

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16
支 払 手 数 料 10
そ の 他 0 26

経 常 利 益 912
特 別 利 益

株 式 会 社 株 式 売 却 益 14 14
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 8 8
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 918
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 421
法 人 税 等 調 整 額 △100 320
当 期 純 利 益 597
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △5
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 602

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　   産 　   の 　   部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
敷 金
繰 延 税 金 資 産

　

1,617
814

5
616
237

△56
7,141

6
3
3

7,134
105

6,944
0

16
68

　

（ 負 　   債 　   の 　   部 ）
流 動 負 債 777

短 期 借 入 金 500
1年内返済予定の長期借入金 270
未 払 金 0
未 払 費 用 4
預 り 金 0
賞 与 引 当 金 2

固 定 負 債 1,740
長 期 借 入 金 1,740

負 債 合 計 2,517
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 6,162
資 本 金 16
資 本 剰 余 金 5,417

資 本 準 備 金 4,961
そ の 他 資 本 剰 余 金 456

利 益 剰 余 金 729
そ の 他 利 益 剰 余 金 729
　 繰 越 利 益 剰 余 金 729

自 己 株 式 △0
新 株 予 約 権 77
純 資 産 合 計 6,240

資 産 合 計 8,758 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,758

貸　借　対　照　表
（2022年 5 月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 6 月 1 日から
2022年 5 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 456
売 上 原 価 84
売 上 総 利 益 372
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 308
営 業 利 益 63
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 500
そ の 他 3 506

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15
支 払 手 数 料 10
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 56
そ の 他 0 82

経 常 利 益 487
特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 14 14
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 47 47
税 引 前 当 期 純 利 益 455
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1
法 人 税 等 調 整 額 4 6
当 期 純 利 益 449

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －



独立監査人の監査報告書
2022年７月22日

フィードフォースグループ株式会社
　取　締　役　会　　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　 横　浜　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 細 野 和 寿
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太 一

監査意見
　当監査法人は、会社法第 444 条第 4 項の規定に基づき、フィードフォースグループ株式会社（旧会社名 株式会社フィードフ
ォース）の 2021 年 6 月 1 日から 2022 年 5 月 31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フィードフ
ォースグループ株式会社（旧会社名 株式会社フィードフォース）及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年７月22日

フィードフォースグループ株式会社
　取　締　役　会　　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　 横　浜　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 細 野 和 寿
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太 一

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、フィードフォースグループ株式会社（旧会社名　株式会社フィー
ドフォース）の2021年6月1日から2022年5月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算
書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年6月1日から2022年5月31日までの第17期事業年度にお
ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する
取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施し
ました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査方針、職務の
分担等に従い、会社の内部統制の担当者と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社からの事業報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に
関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2022年８月５日
フィードフォースグループ株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 佐 藤 　 爲 昭 ㊞
監 査 等 委 員 浦 　 　 勝 則 ㊞
監 査 等 委 員 佐 藤 　 康 夫 ㊞

　（注）常勤監査等委員佐藤爲昭、監査等委員浦勝則及び佐藤康夫は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役であります。

以　上
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現行定款 変更案

（株主総会参考資料等のインターネット開示とみなし
提供）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記
載又は表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定
めるところに従いインターネットを利用する方法で開
示することにより、株主に対して提供したものとみな
すことができる。

（削除）

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正
規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることと
なりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
（1） 振替株式発行会社（上場会社）において、電子提供措置に係る改正会社法の施行日以降、株主

総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義務付
けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

（2） 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を請
求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することがで
きるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

（3） 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考資料等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。

（4） 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則は
本附則所定の期日経過後に削除するものといたします。

2. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現行定款 変更案

（新設） （電子提供措置等）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類等の内容である情報について電子提供措置を
とる。
２　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省
令で定めるものの全部又は一部について、議決権の基
準日までに書面交付請求をした株主に対して交付する
書面に記載することを要しないものとする。

（新設） 附則
（新設） （株主総会参考書類等の電子提供に関する経過措置）

第２条　定款第15条（株主総会参考書類等のインター
ネット開示とみなし提供）の削除及び定款第15条（電
子提供措置等）の新設は、2022年９月１日から効力
を生ずるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、2022年９月１日から
６か月以内の日を株主総会の日とする株主総会につい
ては、定款第15条（株主総会参考書類等のインターネ
ット開示とみなし提供）は、なお効力を有する。
３　本条の規定は、2022年９月１日から６か月を経
過した日又は前項の株主総会の日から３か月を経過し
た日のいずれか遅い日後にこれを削除する。

－ 39 －



第２号議案 資本準備金の額の減少の件
　今後の資本政策の機動性、柔軟性を確保することを目的として、会社法第448条第１項の規定に基
づき、資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えたいと存じます。

(1) 減少する資本準備金の額
資本準備金4,961,211,024円のうち、4,936,211,024円。

(2) 資本準備金の額の減少の効力を生ずる日
2022年９月１日（予定）
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
つか

塚
 

　
 

 
だ

田
 

　
 

　
 

　
 

　
こう

耕
 

　
 

 
じ

司
(1968年７月５日)

    1992年    4 月 安田信託銀行㈱（現 みずほ信託銀行㈱）
入行

    1996年    10月 ㈱ルートコミュニケーションズ設立
代表取締役就任

    2006年    3 月 当社設立 代表取締役社長就任（現任）
    2020年    2 月 アナグラム㈱取締役就任（現任）

2021年6月 ㈱フィードフォース分割準備会社（現 ㈱
フィードフォース）代表取締役就任（現
任）

（重要な兼職の状況）
アナグラム㈱取締役
㈱フィードフォース代表取締役

15,620,800株

2
あ

阿
 

　
 

 
べ

部
 

　
 

　
 

　
 

　
 けい

圭
 

　
 

 
じ

司
(1980年１月28日)

    2010年    4 月 アナグラム㈱設立
代表取締役就任（現任）

    2020年    8 月 当社取締役就任（現任）
（重要な兼職の状況）

アナグラム㈱代表取締役

2,210,900株

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。つきましては、意思決定の迅速化及びガバナンスの強化を図
るため、３名減員し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、取締役会のあり方及び各取締役候補者の業
務執行状況、見識、能力等を確認し、検討を行いました。その結果、全ての候補者について適任であ
ると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 塚田耕司氏及び阿部圭司氏はアナグラム株式会社の取締役であるため、同社は当社の特定関係事業者に該当

いたします。
３. 代表取締役社長塚田耕司の所有株式数には、同氏の資産管理会社である合同会社理力が所有する株式数

８,000,000株を含めております。
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４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当該保険契約の内容の概要は、事業報告の22頁に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されます
と、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
※
しま

島
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
のり

憲
 

　
かず

和
(1983年７月16日)

2008年12月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法
人トーマツ）入社

2012年12月 公認会計士登録
2022年７月 島田憲和公認会計士事務所 所長就任

（現任） －

（重要な兼職の状況）
島田憲和公認会計士事務所 所長

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし
ては、新任候補者１名を含む監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２
うら

浦
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
かつ

勝
 

　
のり

則
(1978年３月14日)

    2003年    10月 弁護士登録 ブレークモア法律事務所入
所

    2007年    9 月 ㈱ＳＶＣ證券（現 ㈱ＤＭＭ.com証券）
社外監査役就任

    2011年    7 月 スタイル・リンク㈱ 社外取締役就任
    2012年    1 月 ブレークモア法律事務所 パートナー就

任
    2015年    6 月 ㈱ＭＣＪ 社外取締役就任（現任）
    2017年    8 月 当社 社外監査役就任
    2017年11月 ㈱スタイルポート 監査役就任
    2018年    6 月 ㈱Ｆａｎ’ｓ（現ＦＡＮＴＡＳ ｔｅｃｈ

ｎｏｌｏｇｙ㈱） 社外監査役就任（現
任）

    2018年    8 月 当社 社外取締役（監査等委員）就任
（現任）

    2019年    10月 ㈱ウェブ 社外取締役就任
    2020年    4 月 東京丸の内法律事務所 パートナー就任

（現任）
2021年12月 ㈱スタイルポート 社外取締役（監査等

委員）就任（現任）
2021年６月 ダイヤ通商㈱（現 ㈱CAPITA） 社外取

締役（監査等委員）就任（現任）

－

（重要な兼職の状況）
東京丸の内法律事務所 パートナー
㈱ＭＣＪ 社外取締役
㈱CAPITA 社外取締役（監査等委員）
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
さ

佐
 

　
とう

藤
 

　
 

　
 

　
やす

康
 

　
お

夫
(1958年10月17日)

    1982年    4 月 ㈱旭通信社（現㈱ＡＤＫホールディング
ス）入社

    1996年    10月 ㈱デジタルガレージ入社 取締役インフ
ォシーク事業部長就任

    1999年    6 月 ㈱インフォシーク 執行役員副社長就任
    2001年    10月 グーグル㈱入社 ディレクター（セール

ス＆オペレーションズ）就任
    2005年    4 月 同社 執行役員営業本部長就任
    2010年    10月 アタラ合同会社 会長就任（現任）

2020年８月 当社 社外取締役（監査等委員）就任
（現任）

－

（重要な兼職の状況）
アタラ合同会社 会長

（注）１. ※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 島田憲和氏、浦勝則氏及び佐藤康夫氏は、社外取締役（監査等委員）候補者であります。
４. ⑴ 島田憲和氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏の公認会計士としての豊富な経験と見識を当社の経

営に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は、過去に直接会社の経営に関与された経験は
ありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断してお
ります。

⑵ 浦勝則氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏の弁護士としての豊富な経験と見識を当社の経営に活
かしていただきたいためであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経
営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行で
きるものと判断しております。

⑶ 佐藤康夫氏を社外取締役候補者とした理由は、インターネット検索・広告・マーケティング分野におけ
る豊富な経験と見識を当社の経営に活かしていただきたいためであります。

５. 浦勝則氏及び佐藤康夫氏は、現在、当社の監査等委員である取締役でありますが、それぞれの監査等委員で
ある取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年及び２年となります。

６. 当社は、浦勝則氏及び佐藤康夫氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、300千円又は
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額としており、浦勝則氏及び佐藤康夫氏の
再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。また、島田憲和氏が選任された場
合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当該保険契約の内容の概要は、事業報告の22頁に記載のとおりです。監査等委員である取締役候補者の選
任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

８. 当社は、浦勝則氏及び佐藤康夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。ま
た、島田憲和氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同取引
所に届け出る予定であります。
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ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

み

三
 

　
つ

ツ
 

　
いし

石　　　
なお

直
 

　
ふみ

史
(1962年11月16日)

1989年10月 サンワ・等松青木監査法人(現有限責任
監査法人トーマツ)入社

1993年3月 公認会計士登録
2021年7月 公認会計士三ツ石直史事務所 所長就任

（現任）
－

（重要な兼職の状況）
公認会計士三ツ石直史事務所 所長

第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締
役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．三ツ石直史氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．三ツ石直史氏を補欠の社外取締役候補者とした理由は、同氏の公認会計士としての豊富な経験と見識を当社

の経営に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は、過去に直接会社の経営に関与された経験は
ありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しておりま
す。

４．三ツ石直史氏が社外取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、300千円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額といた
します。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当該保険契約の内容の概要は、事業報告の22頁に記載のとおりです。補欠の監査等委員である取締役候補
者の選任が承認され、三ツ石直史氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当該保険契約の被保険
者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．三ツ石直史氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査等委員である
社外取締役に就任した場合には、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第６号議案　ストック・オプションとして新株予約権を発行する件
　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の業績向上に対する貢献意欲や士気
を一層高め、優秀な人材を継続的に確保すること等を目的として、当社の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）、執行役員、従業員及び社外協力者並びに当社子会社の取締役、執行役員、従業員
及び社外協力者に対し、ストック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取
締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
　また、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に割り当てる新株予約権については、当
社における貢献度等諸般の事情を総合的に勘案いたしまして、取締役に対する金銭でない報酬等に該
当するものとして、ストック・オプション報酬として発行する新株予約権の額を、新株予約権の割当
日において算定した新株予約権１個当たりの公正な価額に、割り当てる新株予約権の総数を乗じて得
た額とすることにつき併せてご承認をお願いするものであります。
　なお、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2018年８月17日開催の第
13期定時株主総会において、年額２億円以内とする旨ご承認を頂いておりますが、当該報酬とは別
枠で、ご承認をお願いするものであります。
　なお、第３号議案が原案どおり承認可決されますと、当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）は２名となります。

１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由
　当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高め、優秀な人材を継続的に確保すること等を目
的とするものであります。

２．新株予約権割り当ての対象者
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員、従業員及び社外協力者並びに当
社子会社の取締役、執行役員、従業員及び社外協力者

３．本株主総会の決定に基づいて募集事項の決定をすることのできる新株予約権の内容及び数の上限
等
（１）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式260,000株（うち、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対す
る割り当てについては5,000株）を上限とする。ただし、本項なお書きの定めにより新株予約権
１個当たりの目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）が調整される場合には、当該
調整後の付与株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整されるものとする。
　なお、本新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普
通株式の無償割当てを含む。以下、同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式
数を調整するものとする。ただし、係る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使され
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １
株式分割・株式併合の比率

ていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端
数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割（又は併合）の比率

　また、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を
行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な
範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

（２）新株予約権の数
　2,600個（うち、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する割り当てについ
ては50個）を上限とする。
　なお、付与株式数は、当社普通株式100株とする。ただし、前項（１）に定める調整を行った
場合は、同様の調整を行う。

（３）新株予約権と引き換えに払い込む金額
　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受ける
ことができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金
額とする。
　行使価額は、新株予約権の割当日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値と
する。
　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算定により行使
価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株の発行又
は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに
株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整に
よる１円未満の端数は切上げる。
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既発行
株式数 ＋

新規発行
株式数

× １株当たり
払込金額

調整後
行使価額 ＝ 調整前

行使価額 × 新規発行前の１株当たりの時価
既発行株式数　＋　新規発行株式数

　なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当
社が保有する普通株式に係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式
の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」にそれぞれ読み替えるもの
とする。
　上記のほか、割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場
合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整
を行うことができるものとする。

（５）新株予約権を行使することができる期間
　本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」という。）は割当日から２年を
経過した日から2026年５月31日（ただし、行使期間の開始日が銀行営業日でない場合にはその
前銀行営業日）までとする。

（６）新株予約権の行使の条件
（ⅰ）新株予約権者は権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役、執行役
員又は従業員並びに社外協力者のいずれかの地位にあることを要する。ただし、任期満了に
よる退任又は定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、この限りでは
ない。

（ⅱ）新株予約権の割当を受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
（ⅲ）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過

することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
（ⅳ）各本新株予約権の一部の行使はできない。
（ⅴ）権利行使時までに、新株予約権者が本新株予約権の割当契約に違反した場合には行使できな

い。

（７）新株予約権の取得に関する事項
（ⅰ）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しく

は分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画について株主
総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社
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は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得するこ
とができる。

（ⅱ）新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件に定める規定により本新株予
約権の行使ができなくなった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得する。

（ⅲ）新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合は、当社は本新株予約権を無償で取得す
ることができる。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による取得の制限については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（９）増加する資本金及び資本準備金に関する事項
（ⅰ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

（ⅱ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記
（ⅰ）記載の資本金等増加限度額から、上記（ⅰ）に定める増加する資本金の額を減じた額
とする。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い
　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又
は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行
為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ
からホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基
づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交
付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株
式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（ⅰ）交付する再編対象会社の新株予約権の数
　新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（ⅱ）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
　再編対象会社の普通株式とする。

（ⅲ）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
　組織再編行為の条件を勘案の上、上記（1）に準じて決定する。

（ⅳ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を
勘案の上、上記（4）に定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記
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（ⅲ）に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額と
する。

（ⅴ）新株予約権を行使することができる期間
　上記（5）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か
ら、上記（5）に定める行使期間の末日までとする。

（ⅵ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
　上記（9）に定めるところと同様とする。

（ⅶ）譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの
とする。

（ⅷ）その他新株予約権の行使の条件
　上記（6）に準じて決定する。

（ⅸ）新株予約権の取得事由及び条件
　上記（7）に定めるところと同様とする。

（ⅹ）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

（11）新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取り決め
　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合に
は、これを切り捨てるものとする。

（12）新株予約権に関するその他の事項
　新株予約権に関するその他の事項については、委任に基づき募集事項を決定する当社取締役会
の決議において定める。

４．新株予約権の付与を相当とする理由
　当社は、上記の目的に加えて、本新株予約権の行使により発行される株式の発行済株式総数に占
める割合は１%未満とその希薄化率は軽微であることを勘案し、本件ストック・オプションの付与
について相当であると判断しております。また、本議案は、監査等委員会の審議を受けて取締役会
で決定しております。なお、当社の取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針は事業報告
22頁に記載のとおりでありますが、本議案に基づく本新株予約権の付与は、当該方針に沿うもの
であり、本議案をご承認いただいた場合にも、当該方針を変更することは予定しておりません。

以上
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上記のURLへアクセスいただくか、右記QRコードを読み込み、必要事項をご入力の上ご登録ください。
ご登録完了後に当日の視聴用URLがメールにて届きますので、株主総会当日まで保管ください

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。
３．質問方法

 会場 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地
御茶ノ水ソラシティ　カンファレンスセンター１階　Room B

TEL 03－6206－4855

 交通 ＪＲ 中央線・総武線「御茶ノ水」駅 聖橋口から 徒歩１分
東京メトロ 千代田線「新御茶ノ水」駅 Ｂ２出口 直結
東京メトロ 丸ノ内線「御茶ノ水」駅 出口１から 徒歩４分
都営地下鉄 新宿線「小川町」駅 Ａ５出口から 徒歩６分

ハイブリッド参加型バーチャル株主総会及び事前質問の受付のご案内

１．配信日時
2022年８月26日（金曜日）午前10時から（当日午前９時55分からオンライン入場可能）

２．事前登録方法
【事前登録フォーム】https://us06web.zoom.us/webinar/register/WN_CqHrkbM4QQi3drHACMH-yw

下記URLより質問を受け付けております。下記の注意事項をご確認の上、フォームよりお送りください。
※株主総会の進行上の都合やご質問内容によっては、全てのご質問にお答えできない場合がございます。

【URL】https://forms.gle/orN3hhgTnXJmD4tS9
【受付期間】2022年８月8日（月曜日）から 同年８月23日（火曜日）午後７時 まで
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